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１．はじめに
　米国のプロジェクトマネジメントの知識体系
である PMBOK（Project Management Body 
of Knowledge）によれば，「プロジェクトとは，
独自のプロダクト，サービス，所産を創造す
るために実施する有期性のある業務」（Project 
Management Institute, 2013 邦 訳，p. 3） と
定義される。プロジェクトと対極をなす業務に
は，たとえば工場で大量生産される製品（自動
車や家電製品など）の製造業務のような，定型
的で継続的な業務が位置付けられる（Anthony 
and Govindarajan, 2007; 鈴 木， 2014）。 プ ロ
ジェクトの例には，ビルの建設プロジェクトや
ソフトウェアの開発プロジェクトなどが該当す
る。
　プロジェクトは，独自性，有期性，不確実
性1の三つの性質を有している。個別性とは，
プロジェクトが同一環境下で実施されることは
なく非反復的な要素を持っていること，有期性
とは，プロジェクトには必ず始まりと終わりが
あること，不確実性とは，プロジェクトでは想
定外事象が頻発することを意味する（Project 
Management Institute, 2013 邦訳）。また，プ
ロジェクトには，異なる部門，組織から一時的
に集められたメンバーにより実施されるという
組織面の特性もある（鈴木， 2010, 2014）。この
キーワード プロジェクト，予算管理，予算編成，予算差異分析，予備費
中京経営研究　第 28 巻（2019. 3
◆　論　　文
プロジェクトを対象とした
マネジメントコントロールシステム
― 予算管理に焦点を当てて ―
中京大学経営学部講師　齊　藤　　　毅
明治大学大学院生　高　木　珠莉愛
明治大学大学院生　豊　崎　仁　美
Management Control Systems
 for Project Management: 
Focusing on Budgetary Control System
Saito, Takeshi（Full-time Lecturer, Chukyo University）
Takaki, Juria（Graduate Student, Meiji University）
Toyosaki, Hitomi（Graduate Student, Meiji University）
論　文
2 中京経営研究　第 28 巻（2019. 3）
ような特性をもつプロジェクトを成功へと導く
ためには，プロジェクトメンバー同士が，頻繁
に情報共有を行い，自身の役割に対して責任感
を持つとともに一体感を醸成し，目標達成に向
けて自律的・整合的に行動することが求められ
る（鈴木， 2014）。
　プロジェクトメンバーの自律的・整合的行
動を促す経営システムの一つとして，マネジ
メントコントロールシステム（Management 
Control Systems; MCS）が考えられる。MCS
とは，上位者が財務的・非財務的な情報を下位
者に伝達することで（Bisbe and Otley, 2004），
下位者に戦略と整合的な行動をとるように促
すコミュニケーションシステム（Hopwood, 
1976）と捉えることができ，代表的な MCS
には，予算管理や原価企画，BSC（Balanced 
Scorecard）などが挙げられる。これまでの
MCS 研究の多くは，定型的で継続的な業務を
対象としてきたが（Anthony and Govindara-
jan, 2007），近年では，プロジェクトを対象と
した MCS の研究が蓄積されはじめた。
　そこで，本稿では，近年蓄積されつつある先
行研究をレビューしながら，プロジェクトの
MCS の一つとして予算管理について述べる。
予算管理に焦点を当てる理由は，プロジェクト
の MCS をどのような体系としてとらえたとし
ても，財務コントロールシステムが重要な構成
要素の一つとなる可能性は高く（鈴木， 2014），
予算管理がその中心を担うと予想されるためで
ある。
　本稿の構成は，次の通りである。第 2 節では，
プロジェクトの予算編成について述べる。第 3
節では，プロジェクトの予算差異分析について
触れる。第 4 節では，プロジェクトの予算管理
の特徴的費用として予備費についてみていく。
第 5 節では，本稿の課題に触れ，本稿を閉じる。
２．予算編成
　プロジェクトの予算編成について述べるにあ
たり，従来の予算編成について振り返る。たと
えば，自動車産業や家電産業のような量産品の
製造業を対象とした場合，予算原価は，まず初
めに，部門別に編成され，ついで部門予算ごと
に費目別に展開されるのが一般的である。この
点は，Horngren et al.（1999 邦訳）や浅田他
（2011），谷（2013）のような，管理会計におけ
る代表的な著書からも参照できるだろう2。
　一方で，プロジェクトの予算原価を対象とし
た場合には，予算編成の細分化のプロセスに異
なる点がみられる。具体的には，プロジェクト
では，まず初めに活動別に予算原価が編成され，
ついで活動予算ごとに部門別さらには費目別に
展開される。すなわち，活動という予算原価の
集計単位が新たに設けられるということであり
（Law and Coulmas, 2010; Raz and Elnathan, 
1999; 井出吉，2008; 坂手，2012; 羽藤，1998; 
宮地，2012），ここで活動とは，プロジェクト
の完了に必要となる活動を意味する。
　では，いったいなぜ，活動という予算原価の
集計単位が設けられるのだろうか。その理由と
して，プロジェクトでは，異なる部門のメンバー
によって一つの活動が行われる場合があること
が考えられる。すなわち，複数部門のメンバー
にまたがり活動が行われるがゆえに，活動とい
う新たな予算原価の集計単位を設け，その予算
原価に責任者を配置し，活動を責任単位と捉え
る必要があるということである。
　ここで部門間をまたがる活動について，例を
用いて説明を加えておく。たとえば，自動車産
業や家電産業における製造業務を想定した場
合，材料の加工活動や組立活動，さらには塗装
活動といった各活動は，複数部門のメンバーに
より行われることは少ないだろう。組立活動は，
組立部門のメンバーによって行われ，塗装活動
は塗装部門のメンバーによって行われるはずで
ある。しかし，プロジェクトでは，その限りで
はない。たとえば，プラント開発プロジェクト
を想定すると，プラント開発の設計活動には，
設計部門だけでなく，輸送部門，建設部門，営
業部門などのメンバーも参加することが多い。
機器の運搬や据付が容易となるような設計，顧
客の要求を反映した設計活動を行うためには，
他部門の知見も踏まえて，設計活動を行う必要
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があるからである。すなわち，プロジェクトで
は，製品開発や研究開発をはじめとした，独自
性を有する新しい取り組みが行われるがゆえ
に，複数部門から多角的にアイデアを出すこと
が求められることも多く，それに伴い部門間を
またがった活動も増えてくる。
　複数部門のメンバーにまたがり活動が実施さ
れるという，プロジェクトの組織的な特徴は，
鈴木（2010, 2014）でも示唆されている。彼の
研究によれば，プロジェクトは，チーム組織あ
るいはシステム型組織により実施されると指摘
されている。チーム型組織とは，さまざまな経
歴，技能，知識を持った人材を多様な組織（出
身母体）から集め，具体的な職務を遂行させる
仕組みと定義される組織である。システム型
組織とは，チーム型組織の発展型組織である。
NASA のアポロ計画のような巨大プロジェク
トの際に採用される組織であり，システム型組
織には大小様々な企業，大学，政府機関等のメ
ンバーが含まれる。プロジェクトでは，チーム
型組織やシステム型組織のように，異なる部門，
異なる出身母体から集められたメンバーによっ
て実施されるために，「分かりやすい目標を掲
げ，組織全体に自己規律を徹底させ，コミュニ
ケーションを通して関係性を深め，さらに自己
犠牲的な態度を引き出さねばならない」（鈴木， 
2010, p. 313）3。
　以上が，プロジェクトにおいて活動という予
算原価の集計単位が設けられる理由である。こ
こからは，プロジェクトの活動がどのように明
確化されるかについて述べていく。
　まず，プロジェクトの活動が明確化される
際の基準（指針）について述べる。具体的に
は，プロジェクトの活動は，プロジェクト憲
章（Project Management Institute, 2004 邦
訳， 2008 邦訳， 2013 邦訳）やプロジェクト
チャーター（日本プロジェクトマネジメント協
会， 2013）に沿って定義される。これらは，プ
ロジェクトの達成すべき目的や実現する価値，
品質，期限，さらには組織，環境に関する前提
条件・制約条件を示したものであり，プロジェ
クトの計画段階にプロジェクトのスポンサーか
らプロジェクトの実施者に提示されるもので
ある（Project Management Institute, 2004 邦
訳， p.82; 日本プロジェクトマネジメント協会， 
2013, p. 227）。
　次に，これらプロジェクト憲章やプロジェク
トチャーターに沿って，どのようにプロジェク
トの活動を明確化すればよいだろうか。その
方法の一つとして，Raz and Elnathan（1999）
や齊藤（2015b, 2016b），羽藤（1998）は，プロジェ
クトの活動の明確化を WBS（Work Break-
down Structure）という技法を用いて行うこ
とを提唱している。WBS とは，元々はプロ
ジェクトマネジメントの研究領域で開発された
技法である。日本のプロジェクトマネジメント
の知識体系である P2M（Project & Program 
Management for Enterprise Innovation） に
よれば，「プロジェクトの目的を達成するため
に，実行されるべきすべての作業をプロジェク
トの成果物やフェーズにもとづき，体系的に
階層組織化して表したもの」（日本プロジェク
トマネジメント協会， 2014, p. 257）と定義さ
れ，WBS により階層的に明確化された活動は
スコープと称される（日本プロジェクトマネジ
メント協会， 2014, p. 261）。
　図表 1 は，ソフトウェア開発プロジェクトに
おける WBS の例である。WBS 上ではプロジェ
クトの完了に必要な活動，すなわちスコープが
階層的に展開され，最下層のスコープとして用
語の定義，詳細業務フローの作成，伝票・帳票
の設計，業務運用の詳細設計，業務運用手順書
の作成が明らかにされている（日本プロジェク
トマネジメント協会， 2014, p. 262）。
図表 1　ソフトウェア開発プロジェクトの WBS の例
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出典：日本プロジェクトマネジメント協会（2014, p. 262）。
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　加えて，WBS を活用することで，プロジェ
クトメンバー同士における情報共有の活性化
のメリットがあることを付記しておきたい。
WBS を作成することで，プロジェクトの完了
に必要となる活動とその責任者が可視化される
ことで，メンバー同士の役割・責任への理解が
深まり，情報共有の促進が期待されるという
ことである。なお，プロジェクトでは，一つ
ひとつの活動にそれぞれ別の責任者が配置さ
れることよりも，複数の活動に対して一人の
責任者が配置されることのほうが多い。具体
的には，WBS におけるレベル 1 もしくはレベ
ル 2 の階層に責任者が配置されることが一般的
である（日本プロジェクトマネジメント協会 , 
2014, pp. 261-263）。この WBS 上において責任
者が配置される任意の階層およびポイントは，
コントロールアカウントとも称される（Project 
Management Institute, 2013 邦訳）。
　最後に，プロジェクトの予算編成において，
活動ごとのスケジュール計画が策定されること
に触れておきたい。たとえば，自動車産業や家
電産業における製造業務を想定した場合，繁忙
期や閑散期といった操業度の違いはあるにせ
よ，月ごとあるいは週ごとに行われる活動の内
容はほとんど同じであろう。加工活動や組立活
動が，継続して繰り返し行われているはずであ
る。しかしながら，プロジェクトの場合，それ
とは異なる。たとえば，ある月に活動が集中す
るなど，月ごとあるいは週ごとに行われる活動
の内容に偏りが生じる可能性が高い。そこで，
それら活動のスケジュール計画を予算編成段階
に策定し，スケジュール計画に基づき月ごとあ
るいは週ごとにどの程度の予算原価が発生する
かを把握しておく必要がある。
　このスケジュール計画の策定を支援するため
の技法として，プロジェクトマネジメントの領
域ではガントチャートという技法が開発されて
いる。ガントチャートとは，「スケジュールを
横型棒グラフで示した工程管理図のこと。また
はその表記法をいう。縦軸にタスク，横軸に時
間を置き，各作業の所要期間をそれに比例した
長さの横棒を示した図である。横線式工程表，
バーチャート，線表ともいわれている」（日本
プロジェクトマネジメント協会 , 2014, p. 737）
と定義される技法である。図表 2 は，持田（2011）
が示したガントチャートの例であり，縦軸に活
動（タスク），横軸に期間が示されている。プ
ロジェクトでは，このガントチャートを活用す
ることで，月ごとあるいは週ごとの活動と予算
原価が把握でき，さらにはスケジュールの可視
化によるメンバー同士の情報共有の促進も期待
できる。
図表 2　ガントチャートの例
 
出典：持田（2011, p. 85）。
３．予算差異分析
　プロジェクトの計画段階において編成された
予算原価は，実行段階において実績と比較され
ることで原価差異情報が把握される。すなわち，
予算差異分析が行われるということであるが，
プロジェクトの予算差異分析では，原価差異の
分解方法に，従来とは異なる点がみられる。具
体的には，従来の予算差異分析における原価差
異は，たとえば材料費差異や労務費差異などの
費目別に分解され，費目別に単価差異と数量差
異に分解されるのが一般的である（Horngren, 
1999; 浅田他，2011; 谷，2013）。しかしながら，
プロジェクトの原価差異は，スケジュール差異，
活動差異，資源効率差異の三種類に分解される
（図表 3）。プロジェクトでは，実行段階で想定
外事象が頻繁に発生し，多額の原価差異が発生
することから（鈴木，2010; 中村，2013），差
異分解のアプローチも複雑性が増すということ
である。このうち，資源効率差異が，従来の費
目別の差異分析に該当するため，以下ではスケ
ジュール差異と活動差異について述べる。
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図表 3　プロジェクトの総原価差異の分解
出典：筆者作成
　スケジュール差異とは，スケジュールの遅延
や前倒しに起因する原価差異を意味する。自動
車産業や家電産業の製造業務のような，マニュ
アルのある定型的で継続的な業務を行う際に
は，スケジュールが大幅に遅れることは少ない
だろう。しかしながら，プロジェクトのように
独自性が高く，これまでに行ったことがない新
しい取り組みを行う場合には，スケジュールの
遅延が頻繁に発生し，それに伴い原価差異が発
生する。
　プロジェクトの予算差異分析では，スケ
ジュール差異を把握するために，従来の予算
原価と実際原価に加え，出来高という指標を
用いる。出来高とは，予算原価に実際の進捗
度を乗じて算出される，実際の進捗率を反映
した予算原価を意味する。この出来高を用い
てスケジュール差異を把握する技法を EVM
（Earned Value Management）と呼ぶ。EVM
は，WBS と同様にプロジェクトマネジメン
ト領域で考案され，多くの研究（e. g. Chris-
tensen, 1993, 1994, 1996, 1998; Fleming and 
Koppelman, 1998; Kim et al., 2003; Lipke et 
al., 2009）が蓄積されている技法であるが，近
年では，管理会計領域でも注目されはじめた（大
塚 , 2008, 2010; 齊藤 , 2015b; 鈴木 , 2014; 中村 , 
2013）。具体的な計算構造を示すと，予算原価
と出来高の差がスケジュール差異，出来高と実
際原価の差がコスト差異（スケジュール差異以
外の差異）として把握される4（日本プロジェ
クトマネジメント協会 , 2014）。
　一方で，コスト差異の発生原因を特定するた
めには，さらなる差異分解が必要となる（中村，
2013; 齊藤，2015b; 鈴木，2014）。この問題に
対して鈴木（2014）は，スケジュール差異以外
の差異を活動差異と資源効率差異とに分解でき
ると主張した。活動差異とは，活動回数の増減
に起因する原価差異を指す。活動回数の増減と
は，たとえば計画時に予定していなかった活動
を行う場合には，予定活動量が 0 回のところ実
際活動量が 1 回に増えたと捉える。計画時の活
動を予定通り行った場合には，予定活動量が 1
回のところ実際活動量が 1 回のまま，ミスが発
覚しもう一度活動を行わなければならなくなっ
た場合には，予定活動量が 1 回のところ実際活
動量が 2 回に増えたとみるということである。
また，資源効率差異とは，活動 1 回当たりを行
う際に投入した資源の非効率に起因する原価差
異を意味し，従来の予算差異分析と同様に，材
料費や労務費といった費目別に把握される。齊
藤（2015b）は，鈴木（2014）が示したこれら
の差異分解の有効性を，プラント開発プロジェ
クトの事例を通じて検証した。
４．予備費
a）予備費とは
　プロジェクトの予算管理では，活動別に編成
される予算原価とは別に，予備費が計上・執行
される場合がある。予備費とは，「プロジェク
ト目標を超過してしまうリスクを，組織が受
容できる水準まで低減するため，プロジェク
トの見積りに上乗せして計上する資金，予算」
（Project Management Institute, 2008 邦訳，p. 
431）と定義される，プロジェクトの予算管理
の特徴的費用である。近年，事例研究（川野，
2010; 齊藤，2016a）を通じてその存在が明ら
かとされ，米国の国防総省発注のプロジェクト
でも予備費が公式に認められる（Lichtenberg, 
1992; Thomas and Tung, 1992）など，実務で
も認知されつつある。
　予備費が必要とされる背景には，プロジェク
トの不確実性が予算管理に与える影響がある。
具体的には，プロジェクトでは不確実性の特性
により，実行段階において想定外事象が頻繁に
発生し，それに伴い予算超過が生じる（鈴木，
2010; 中村，2013）。すなわち，不確実性の特
性は多額の原価差異を発生させるということで
論　文
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あるが，この原価差異の多くは，予算執行者に
とって管理不能な原因により生じることが多い
（近藤他，2006）。この点を踏まえ，プロジェク
トでは，予備費をあらかじめ予算原価に含め，
管理不能な原価差異が発生した際には予備費か
ら補填する処置を講じている（小山，1989）。
そうすることで，想定外事象が発生し，管理不
能な原価差異が生じるたびに，予算原価を修正
することを防いでいる。「業績評価基準として，
予算をとらえる場合には，予算の修正によって
予算の規範性が弱まる」（溝口，1987, p. 121）
ことから，予算原価の修正機会を減らすために
予備費が必要とされる。
　なお，予備費には，予算スラックと類似性が
あるとの指摘もある。予算スラックとは，「予
算として承認された原価が最低限必要な原価を
超える額および最適な達成可能収益が予算収
益を超える額とからなるもの」（小菅，1997, p. 
185）と定義され，一般に予算の水増しという
現象を説明するための概念として理解されるも
のである（志村，2010）。齊藤（2016c）は，最
低水準の予算原価に上乗せされる点において，
予備費と予算スラックには類似性があるとし，
両者に関する文献研究を行った。その結果，彼
の研究では，予算スラックの肯定的側面に着目
し，予備費を発展型予算スラックとして位置付
けている。具体的には，不確実性を吸収する
ためのバッファーとして機能するという予算
スラックの肯定的側面（Davila and Wouters, 
2005; Dunk, 1995; Merchant and Manzoni, 
1989; Yang et al., 2009; 今井，2014）を引き出
すために，予算スラックを明示的かつ組織合意
の下で計上したものが，予備費であると主張し
ている5。
　以下では，予備費を見積るための方法に触れ
る。代表的な方法には，類推見積法，ボトムアッ
プ見積法，三点見積法の三つの方法がある。
　まず，最も簡易的な方法として，類推見積法
がある。類推見積法とは，予備費を除くプロ
ジェクトの予算原価に一定の割合を乗じて，予
備費を算出する方法である。一定の割合とは，
過去の類似プロジェクトの実績から導き出され
る。他の算出方法に比べ最も算出に要する時間
が少なくて済むことから，多くの企業がこの方
法を採用しているが（Thompson and Perry, 
1992），一方で積算根拠に乏しく客観性に欠け
るとの問題がある（Mak and Picken, 2000）。
　次に，ボトムアップ見積法とは，プロジェク
トに内在するリスクを一つひとつ洗い出し，そ
れらのリスクごとに予備費を算出する方法であ
る。類推見積法と比較すると，予備費の積算根
拠をより具体的に示すことができる。また，個
別にリスクを抽出することで予めリスクごとに
顕在化の防止策を講じることができる利点があ
るが，一方で，積算者にある程度の経験が求
められる（倉重他，2014; 初田・澤田，2007）。
次項では，本方法を採用して予備費を計上・執
行している国内プラント建設業 A 社の事例を
紹介する。
　最後に，三点見積法により，予備費を算出す
る方法がある。三点見積法とは，プロジェク
トの完了に必要となる活動を洗い出すととも
に，活動ごとに楽観値，悲観値，最頻値を算出
し，それらにもとづき予備費を計算する方法で
ある。三つの値について説明を加えると，楽観
値（o）とは，好条件が重なった場合に発生が
予想される活動のコストをさす。また，悲観値
（p）とは，悪条件が重なった場合に発生が予
想される活動のコストを意味する。さらに，最
頻値（m）とは，好条件や悪条件が重ならず平
均的な状況において発生が予想される活動のコ
ストを表す。三点見積法では，これらの三つの
値の見積りを行った後に，「（o ＋ 4m ＋ p）÷ 6」
の式にて期待値を算出し，期待値と最頻値の差
を予備費とする。ここで最頻値が 4 倍されてい
るのは，重み付けをされているためである。三
点見積法は，積算根拠を具体的に示すとともに，
活動ごとに対策を講じることができる利点があ
る一方で，積算に多大な時間を要するとの課題
がある（Mak and Picken, 2000）。
b）事例
　前述の通り，予備費は，実務でも認知されつ
つあるが，まだまだ一般的とは言えない。研究
プロジェクトを対象としたマネジメントコントロールシステム（齊藤　毅）
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の蓄積も少なく，萌芽的研究に位置付けられる。
そこで，本項では，国内大手プラント建設業
A社の予備費の事例を簡潔に紹介する。以下は，
齊藤（2016a）を要約したものであり，詳細に
ついてはそちらの論文を参照されたい。
　事例の対象企業は，東証一部上場の国内大手
プラント建設業 A 社である。企業の匿名性を
保つために，従業員数や売上高規模の記載を控
えるが，世界的にも名が知られた，日本を代表
する企業の一つと考えて差し支えない企業であ
る。国内および国外における多くのプラント建
設実績を有し，プロジェクトの予算管理に関す
る多くの知見を備えている。組織について補足
しておくと，A 社では，原子力プラント，火
力プラント，環境プラント（ごみ処理，水処理
場等）ごとに事業部が分かれている。
　A 社では，図表 4 に示した五つのステップ
を通じて，予備費が計上される。以下ではこれ
らのステップについて説明を加えていきたい。
図表 4　A 社における予備費の計上手続き
 
䇭䇭䇭䉴䊁䉾䊒㽲䋺䊥䉴䉪䈱᛽಴䈍䉋䈶㗼࿷㒐ᱛ╷䈱૞ᚑ
䇭䇭䇭䉴䊁䉾䊒㽳䋺੍஻⾌䈱⷗Ⓧ䉍
䇭䇭䇭䉴䊁䉾䊒㽴䋺੐ᬺㇱౝ䊧䊎䊠䊷
䇭䇭䇭䉴䊁䉾䊒㽵䋺ᄖㇱ᦭⼂⠪䈮䉋䉎䊧䊎䊠䊷
䇭䇭䇭䉴䊁䉾䊒㽶䋺ઁ੐ᬺㇱ䈍䉋䈶ᧄ␠ㇱ㐷䈮䉋䉎䊧䊎䊠䊷
出典：齊藤（2016a, p. 63）。
　第 1 ステップは，リスクの抽出および顕在防
止策作成のステップである。本ステップには，
プロジェクトメンバー全員が従事し，多くの打
合せを伴いながら行われる。具体的なリスクの
例をあげると，たとえば材料高騰リスクや為替
変動リスクがある。材料高騰リスクとは，プラ
ント建設に必要となる材料の価格高騰リスクを
指し，為替変動リスクとは，材料調達先が海外
となる場合の為替変動による価格高騰リスクを
表す。顕在防止策の例としては，材料の早期調
達や国内企業への発注などがあげられる。
　第 2 ステップは，予備費の見積りのステップ
である。A 社では，予備費を見積るための方法
として，ボトムアップ見積法が採用されており，
第 1 ステップで抽出された個別のリスクごとに
予備費が算出される。具体的な予算規模を示し
ておくと，たとえばある原子力関連施設の建設
プロジェクトでは，プロジェクト予算約 60 億
円に対して，約 4 億円の予備費が見積もられて
いる6。
　第 3 ステップは，事業部内レビューのステッ
プである。第 1 および第 2 ステップにおけるリ
スクの抽出，顕在防止策の作成，予備費の見積
りの妥当性を検討するステップである。レビュ
アーには，同一事業部内の他プロジェクトのプ
ロジェクトマネジャーや事業部長などが含まれ
る。他プロジェクトで抽出されたリスクが漏れ
ていないか，事業部全体での人員計画を踏まえ
て人員不足になるリスクがないかといった視点
からレビューが行われ，ここでの議論を受けて，
リスク，顕在防止策，予備費が修正される。
　第 4 ステップは，外部有識者によるレビュー
のステップである。第 3 ステップのレビューが
社内のメンバーであったのに対して，第 4 ス
テップでは外部のメンバーによるレビューが行
われる。具体的なレビュアーの例をあげると，
たとえば機械工学や電気工学，材料工学などの
分野における大学の研究者などが招聘される。
　第 5 ステップは，他事業部および本社部門に
よるレビューのステップである。レビュアーは，
他事業部のプロジェクトマネジャーや本社の財
務部門，法務部門，経営企画部門のメンバーで
ある。第 3 ステップおよび第 4 ステップが，主
として人員計画や技術力といった A 社の内部
要因に関するリスクへのレビューであったのに
対して，ここでは外部要因（為替変動や材料高
騰など）に関するリスクを中心にレビューが行
われる。
　なお，なぜこのように幾重ものステップが踏
まれるのだろうか。その理由は，リスクや顕在
防止策，予備費の妥当性を検証するのは当然の
ことながら，それに加えてメンバー同士の情報
論　文
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共有を促進する狙いがある。具体的には，プロ
ジェクトメンバー同士の打合せ，事業部内での
レビュー，外部有識者によるレビュー，他事業
部および本社部門によるレビューを通じて，リ
スク，顕在防止策，予備費に関する情報共有が
促されている。その結果，メンバー同士におい
て，リスク対策への危機意識が醸成されるとと
もに，リスクの顕在化防止に向けた各々の役割・
責任への理解が深まっている。
　以上が，予備費の計上手続きであるが，予備
費は，プロジェクトの計画段階だけでなく，実
行段階でも計上される場合がある。具体的には，
新たなリスクが発生した場合に，予備費が追加
計上される。ただし，あくまでも外部環境や前
提条件の変化によって新たなリスクが発生した
場合のみであり，計画当初に漏れていたリスク
への予備費の追加計上はできない。この点は，
計画段階で念入りにレビューを行うことで防が
れている。
　最後に，予備費の執行について述べる。A 社
では，プロジェクトの実行段階においてリスク
が顕在化した際，プロジェクトマネジャーの裁
量により予備費を自由に執行できるわけではな
い。予備費の執行可否は，審査会において判断
される。判断基準は，顕在防止策が計画通り実
行されたかどうかである。まず，顕在防止策が
計画通り行われていたもののリスクが顕在化し
た場合には，予備費が執行可となる。すなわち，
プロジェクトマネジャーにとって防ぎようのな
い管理不能な差異が発生した状況では，予備費
が執行可となり原価差異が補填される。次に，
顕在防止策が計画通り行われていなかったため
にリスクが顕在化した場合には，予備費が執行
不可となる。つまり，プロジェクトマネジャー
にとって防ぐことができたかもしれない管理可
能な原価差異が発生した状況では，予備費は未
執行とされ原価差異は損失計上される。そうす
ることで，計画通りの顕在防止策の実行が促進
されている。
５．むすび
　本稿では，プロジェクトを対象とした MCS
の一つとして，予算管理について述べてきた。
これまで議論してきた内容を要約すると，プロ
ジェクトの予算管理では，計画段階において活
動別に予算原価が編成される。また，実行段
階において予算原価が実績と比較され，スケ
ジュール差異，活動差異，資源効率差異の三種
類の原価差異情報が把握される。さらに，予備
費をあらかじめ予算原価に含めることで，予算
原価の過度な修正が防がれるとともに，計上・
執行を通じて，メンバー同士のリスク対策に対
する危機意識の醸成と情報共有の活性化が期待
される。
　以上が本稿の要約であるが，ここから得られ
る示唆として，プロジェクトの MCS において
は，予算管理に加えて活動管理（スコープ管
理），スケジュール管理，リスク管理が併用さ
れる可能性が高いのではないかと考えられる。
すなわち，財務コントロールシステムに加えて，
非財務コントロールシステムが併用されること
が予想されるということであり，本稿ではこの
非財務的コントロールシステムの一端として，
WBS やガントチャートといった技法を紹介し
てきた。しかしながら，この点については，ま
だまだ議論の余地があるため，今後の課題とし
詳細は次稿に譲る。
　また，別の課題もある。本稿では，プロ
ジェクトの MCS の一つとして，予算管理に
ついて述べてきたが，原価企画や BSC を想定
した議論も必要であるだろう。近年では，プ
ロジェクトの原価企画や PBSC（Project Bal-
anced Scorecard）の研究（e. g. Nicolini et al.; 
Saito, 2015; 小原他，2004; 金，2006, 2008; 齊藤，
2015a, 2016b）も進められているため，これら
の研究についても別の機会にみていきたい。
注
1 　本稿では，不確実性に加え，リスクという言
葉を多用している。先に両者の違いを明確にし
プロジェクトを対象としたマネジメントコントロールシステム（齊藤　毅）
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ておくと，不確実性とは将来どのような事象が
生じるかわからない状況を指し，リスクとは将
来的に経済的影響をもたらす要因が具体的に予
想される時に発生するものである（Bodie and 
Merton, 1997）。
2 　これらの代表的な著書でも予算管理について
は，自動車産業や家電産業のような量産品の製
造業を前提として説明されている。
3 　プロジェクトメンバーは，各部門もしくは各
企業などから一時的に集められたメンバーであ
る。そのため，メンバーはプロジェクトと出身
母体の二つの組織に所属することになることか
ら，プロジェクトはマトリックス組織によって
実施されるという見方もできる（鈴木，2010, 
2014）。
4 　EVM の具体的な計算例については，たとえ
ば芝尾（2009）や Fleming and Koppelman（2000 
邦訳）を参照されたい。
5 　発展型予算スラック，すなわち明示的かつ組
織合意の下で計上される予算スラックの存在
は，古くは American Accounting Association
（1966）でも示唆されている。しかしながら，そ
の後，発展型予算スラックに関する事例研究に
ついては，ほとんど蓄積がないものと思われる。
6 　後述するように，第 2 ステップで見積もられ
た予備費は，第 3 から第 5 ステップにかけて実
施されるレビューを通じて，増額・減額される
場合がある。実際に，第 2 ステップで約 4 億円
の予備費が見積もられた当該プロジェクトでも，
第 3 ステップ以降のレビューを通じて，最終的
には約 4.3 億円まで予備費が増額された。
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